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１． 当初予算の編成方針  
 
 一昨年秋からの厳しい経済情勢を反映して、本市においても市税収
入が急激に落ち込み、平成２１年度に策定した「中期財政収支見通し
」では、平成２２年度は一般会計で３０億円強の収支不足が見込まれ
ている。 
平成２２年度当初予算編成にあたっては、このように非常に厳しい
財政状況の中でも、本市の活力を高め、元気で魅力あふれる都市とし
て着実に発展していけるよう、市民の幸せや安心につながる様々な施
策について、「選択と集中」並びに「費用対効果」の視点で十分精査し
たうえで、次のとおり重点的に施策を推進することとした。 
 

（１）現下の依然として厳しい地域経済や雇用環境を踏まえ、国の第
２次補正予算における、地元の中小企業、零細事業者の受注に資
するための「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」の計上にあわ
せて、３月補正予算、平成２２年度当初予算と切れ目なく経済・
雇用対策を実施することとした。 

 
（２）少子化対策や子どもたちの学力の向上を図ることは、将来にわ

たり地域社会の活力や地域経済の成長に不可欠であることから、
子育て支援や学校教育に特に力点を置くとともに、本市の新たな
魅力と元気の創造に繋がるといった観点から、文化・スポーツ振
興、さらに環境モデル都市を目指す取組などに関連する予算を積
極的に確保したところである。 

 
（３）厳しい財政状況の中、安定的、持続的な財政運営を行っていく
ため、中期的な財政収支の見通しを踏まえつつ、歳入確保ととも
に、行政一般経費や市単独の公共事業については、必要最小限に
抑えるとともに、また、不要不急のものを廃止、延期するなどの
見直しに努めたところである。 

 

  
 

 予算の編成方針 
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［一般会計・特別会計］                          単位：千円 

増減額 増減率
99,141,000 97,382,000 1,759,000 1.8

競輪事業 17,041,700 17,923,900 △ 882,200 △ 4.9
国民健康保険 28,250,600 28,579,000 △ 328,400 △ 1.1
食肉センター食肉市場 535,200 510,300 24,900 4.9
土地区画整理事業 811,400 903,100 △ 91,700 △ 10.2
住宅新築資金等貸付事業 15,400 57,600 △ 42,200 △ 73.3
老人保健医療 90,000 202,500 △ 112,500 △ 55.6
公共用地取得事業 1,309,920 1,340,742 △ 30,822 △ 2.3
農業集落排水事業 414,800 456,600 △ 41,800 △ 9.2
介護保険 15,676,500 15,540,700 135,800 0.9
後期高齢者医療 4,300,100 4,102,600 197,500 4.8
小　　　　　　　計 68,445,620 69,617,042 △ 1,171,422 △ 1.7

33,300 32,600 700 2.1
167,619,920 167,031,642 588,278 0.4

桜　　　財　　　産　　　区

特
別
会
計

合　　　　　　　計

平成22年度対前年度増減会               計

一　　般　　会　　計

平成22年度
当初予算

平成21年度
当初予算

 
［企業会計］ 

増減額 増減率
9,836,112 11,282,118 △ 1,446,006 △ 12.8
19,379,808 18,495,051 884,757 4.8
22,304,430 26,638,397 △ 4,333,967 △ 16.3
51,520,350 56,415,566 △ 4,895,216 △ 8.7

219,140,270 223,447,208 △ 4,306,938 △ 1.9

下　水　道　事　業

平成22年度
当初予算

全　　会　　計　　合　　計

合        計

水　道　事　業
病　院　事　業

会                 計 平成22年度対前年度増減平成21年度
当初予算

 

      

Ｈ22　全会計予算
一般会計
991億円
45%

企業会計
515億円
24%

特別会計
・財産区
685億円
31%

総額
2,191億円

 
 数値は四捨五入をしていますので合計が合わない場合があります。 

 平成 22年度当初予算の全会計予算規模は 2,191億円で前年度と比較して 43億円、1.9％の減
となっています。 
会計別に見てみますと、一般会計については予算規模は 991億円で、前年度と比較すると 18

億円、1.8％の増となっています。 
特別会計全体は予算規模 684 億円で、前年度比較では 12 億円、1.7％の減、企業会計は予算

規模が 515億円で、前年度比較では 49億円、8.7％の減となっています。 

１ 全会計予算の状況 
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               歳入総額：17億 5,900万円（1.8％） 
 

■市税        △3,184,800千円（ △5.2％）    ・市民税(個人)                    △1,685,400千円 

                         ・市民税(法人)               △1,293,800千円 
■地方消費税交付金 △327,000千円（△10.5％）    
■国庫支出金    4,001,541千円（  47.4％）     ・子ども手当給付費負担金       4,861,860千円  
■県支出金      852,598千円（ 17.8％） ・子ども手当給付費負担金             689,070千円 
 ・児童手当支給費負担金       △541,785千円 

                     ・安心こども基金保育基盤整備事業補助金 127,032千円 
                                                  ・基幹統計調査費委託金        110,000千円 

■繰入金       987,524千円（ 181.4％）     ・財政調整基金繰入金         838,000千円 

                         ・職員退職手当基金繰入金        71,280千円 

■諸収入        △657,616千円（△11.9％）   ・北勢公設地方卸売市場組合事務受託費 △498,746千円 
・土地開発公社貸付金元利収入        △363,183千円 

                                                  ・競輪事業収入            400,000千円 

■市債           712,200千円（ 14.0％）  ・臨時財政対策資金                  391,000千円 
・ごみ処理施設整備事業資金            288,000千円 

２ 歳入予算の概要 

 歳入の内訳を各款別に見てみますと、市税が歳入の半分以上の 58.5％を占め、以下国庫支出
金の 12.6%、市債の 5.9％と続いています。 
 前年度と比較してみますと、増収の主なものは、国庫支出金が 84億円から 124億円に 40億
円（47.4%）の増、繰入金が 5億円から 15 億円に 10 億円（181.4％）の増、県支出金が 48 億
円から 56億円に 8億円（17.8％）、市債が 51億円から 58億円に 7億円（14.0%）の増となっ
ています。 
減収の主なものは、市税が 611億円から 580億円に 31億円（5.2％）の減、諸収入が 55億円
から 49億円に６億円（11.9%）の減、地方消費税交付金が 31億円から 28億円へ 3億円（10.5%）
の減となっています。 

前年度との主な増減内訳

平成22年度歳入予算　 991億円

市税
580億円
58.5%

地方譲与税
12億円
1.2%地方消費税交付金

28億円
2.8%

その他
45億円
4.5%

市債
58億円
5.9%

諸収入
49億円
4.9%

県支出金
56億円
5.7%

国庫支出金
124億円
12.6%

使用料及び手数料
22億円
2.2%

地方特例交付金
6億円
0.6% 地方交付税

11億円
1.1%
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平成22年度歳出予算（目的別） 991億円

衛生費
92億円
9.3%

総務費
124億円
12.5%

民生費
325億円
32.8%

商工費
33億円
3.3%

農林水産業費
15億円
1.5%

労働費
0.5億円
0.1%

土木費
160億円
16.1%

消防費
32億円
3.2%

教育費
87億円
8.8%

公債費
116億円
11.7%

議会費
6億円
0.6%

予備費
1億円
0.1%

 
構成比については、四捨五入していますので合計があわない場合があります。 

 
               歳出総額：17億 5,900万円（1.8％） 
 
■総務費 140,143 千円(1.1%) ・退職手当 285,319 千円 

 ・行政内部のＩＴ化事業費 △65,363 千円 

■民生費 5,301,925 千円(19.5％) ・子ども手当 6,240,000 千円 

 ・児童手当 △2,051,775 千円 

 ・扶助費（生活保護費） 400,000 千円 

■衛生費 309,397 千円(3.5％) ・新総合ごみ処理施設整備事業費 386,077 千円 

■農林水産業費 △905,464 千円(△38.3％) ・北勢公設地方卸売市場組合負担金 △214,360 千円 

 ・北勢公設地方卸売市場組合施設整備事務受託費  

  △498,746 千円 

■商工費 △215,733 千円(△ 6.2％) ・民間研究所立地奨励金交付事業費 △43,500 千円 

  ・企業立地奨励金交付事業費 △80,000 千円 

■土木費 △1,810,662 千円(△10.2％) ・連続立体交差事業負担金 357,500 千円 

 ・石原南五味塚線（磯津橋）橋梁整備事業費 △240,000 千円 

 ・地域活力基盤創造交付金事業費（街路） △430,000 千円 

 ・下水道企業会計負担金・補助金 △880,000 千円 

■消防費 △255,784 千円(△7.4％) ・消防車両購入費 △155,486 千円 

３ 歳出予算の概要 

前年度との主な増減内訳 

  
 歳出の内訳を各款別に見てみますと、最も額が大きいのは民生費の 325 億円で、歳出全体の
32.8％を占め、続いて土木費、総務費、公債費、衛生費の順となっています。 
 前年度と比較してみますと、増減の主なものは、子ども手当などの増により民生費が 53億円、
19.5%の増となっている一方、下水道企業会計負担金・補助金の減などにより土木費が 18億円、
10.2％の減となっています。 
 性質別に見てみますと、増減の主なものは、扶助費が 51 億円（33.5％）の増、公債費が 10
億円(8.3%)、補助費等が 9億円(5.8%)の減となっています。
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■教育費 263,277 千円(3.1％) ・久留倍史跡整備事業費 287,938 千円 

 ・泊山小学校増築事業 200,721 千円 

 ・大規模改造整備事業費（小学校） △187,000 千円 

■公債費 △1,045,364 千円(△8.3％) ・地方債元金償還金 △1,037,608 千円 

  

平成22年度歳出予算（性質別） 991億円

人件費
184億円
18.6%

扶助費
205億円
20.6%

公債費
116億円
11.7%

投資的経費
83億円
8.3%

物件費
129億円
13.0%

維持補修費
15億円
1.5%

繰出金
79億円
8.0%

投資・出資・貸付金
25億円
2.5%

積立金
5億円
0.5%

補助費等
150億円
15.1%

予備費
1億円
0.1%

 

構成比については、四捨五入していますので合計があわない場合があります。 
 
 
■扶助費 5,141,035 千円（33.5％） ・子ども手当 6,240,000 千円 

                                          ・児童手当 △2,051,775 千円 

                     ・扶助費（生活保護費） 400,000 千円 

 ・障害者介護給付費 358,577 千円 

■公債費 △1,045,364 千円(△8.3％) ・地方債元金償還金 △1,037,608 千円 

■補助費等 △926,278 千円(△5.8％) ・下水道企業会計負担金・補助金 △880,000 千円 

■投資的経費 △766,412 千円(△8.5%) ・北勢公設地方卸売市場組合施設整備事務受託事業費 

  △498,746 千円 

 ・地域活力基盤創造交付金事業費（街路） △430,000 千円 

 ・連続立体交差事業負担金 357,500 千円 

 ・石原南五味塚線（磯津橋）橋梁整備事業費 △240,000 千円 

 ・消防車両購入費 △156,100 千円 

 ・久留倍史跡整備事業費 310,476 千円 

 ・泊山小学校増築事業 200,761 千円 

 ・大規模改造整備事業費（小学校） △187,000 千円 

■物件費 △150,220 千円(△1.2％) ・行政内部のＩＴ事業費 △65,363 千円 

 ・清掃工場管理運営費 △92,051 千円 

■維持補修費 △143,491 千円(△8.8％) ・小学校施設補修費 △47,563 千円 

 ・中学校施設補修費 △15,464 千円 

 ・神前コミニティ・プラント管理運営費 △15,257 千円 

前年度との主な増減内訳
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《財政運営の指針》 
 
 
 
 

 
 

○実質公債費比率については、平成 20 年度に算定方法の変更により低下したものの、まだ

まだ高水準にある。平成 22 年度見込みにおいては、平成 21 年度と同じ 18.6％になる見

込みである。厳しい財政状況のなか、今後も一般会計における市債の発行を前年度以下に

抑制し、大きな要因となっている企業債発行についても抑制を図り、公債費負担適正化計

画期間内に目標値を達成する。 

     
   ※実質公債費比率とは、平成 18 年度からの新財政指標で、普通会計の公債費のほか、下水

道など公営企業債の返済に充てた繰出金なども債務として算定し、18％以上の場合地方

債発行に総務省の許可が必要であり、公債費負担適正化計画を策定しなければ、起債の

許可が得られなくなる。 

 

 

○自主財源比率については、自主的・自立的な財政運営のため過去 10 か年及び普通交付税

不交付団体であった平成 10 年度の最高率 69.5％を超える 70％を目標とする。平成 22 年度

当初予算では、市税 31.8 億円減により 69.4％を見込んでいる。

自主財源比率の推移

63.5
65.565.666.6

60.7

64.7
66.1

70.4

74.1 73.8
69.4

64.9

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

％

自主財源比率 自主財源比率（借換債を除く）

(予算)

平成19年度
(H16～18)

平成20年度
(H17～19)

平成21年度
(H18～20)

平成22年度
(H19～21)
見込み

22.2% 18.7% 18.6% 18.6%

実質公債費比率（過去３か年平均）

行政経営戦略プランにおける財政運営の指針で掲げている 4つの指標に基づき、健全で持続可
能な財政基盤の確立を図るため、財政運営の指針の目標年度は平成 21年度までであるが、平成
22年度予算においても引き続き、以下の４つの視点に配慮しつつ予算編成を行っております。

４ 財政運営の指針 

１．実質的な財政負担の把握の視点 
 【目標１】実質公債費比率を公債費負担適正化計画期間（10年以内）に基準内 18％未満を達

成するため、平成 21年度で 21.6％以下に抑制する。 

２．安定的な財源確保の視点 
 【目標２】自主財源比率（一般会計）を平成 21年度で 70％以上とする。 
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  ※自主財源比率とは、歳入総額に占める自主財源の比率を表したものであり、国・県

支出金や地方交付税等の依存財源は、国や県により左右されるため、自主財源の比率が高

ければ安定的に自主的な財政運営を行うことができる。 

 
 
 

○ 財政状況のより的確な把握を行うための目標として、将来にわたる財政負担を把握する場合に、

一般会計の他に特別会計や企業会計の市債、土地開発公社等の外郭団体の債務についても、市税

等で償還する部分が間接的に含まれていることから、債務の総額的な管理を行う。平成 22 年度

においても市債の発行額抑制により連結した債務総額を目標どおり達成する見込みである。 

       

区　　分 平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末
（見込み）

平成22年度末
（見込み）

一般会計市債残高 983億円 988億円 941億円 901億円
特別会計市債残高 152億円 139億円 122億円 105億円
企業会計市債残高 1235億円 1188億円 1175億円 1154億円

小　　　　計 2370億円 2315億円 2238億円 2160億円
債務負担行為に基づく
翌年度以降支出予定額 273億円 223億円 334億円 292億円

四日市市土地開発公社
債務残高 196億円 140億円 120億円 106億円

三重県信用保証協会
損失補償 12億円 10億円 11億円 10億円

合　　　　計 2851億円 2688億円 2703億円 2568億円  

   
 
 
 

○ 災害などの不測の支出や景気変動などによる減収に備えるとともに、年度間における財源の不

均衡を調整するための財政調整基金と、土地開発公社の負の資産処理に備える基金として土地開

発公社経営健全化基金を積立てる。財政調整基金は、平成 22 年度は、8.4 億円取り崩すこととな

り、残高は 23.1 億円になる見込みである。土地開発公社経営健全化基金は、平成 22 年度末の見

込みで 36.8 億円となり、両者を合わせた平成 22 年度末見込みで総額 59.9 億円となる。 

  

３．連結した債務総額の管理の視点 
 【目標３】連結した債務総額を平成 21年度で２８００億円以下とする。 

４．将来の不測の事態や負の資産処理へ備える視点 
 【目標４】財政調整基金と財政健全化のための新たな特定目的基金の合計を平成 21年度で 

70億円以上とする。 

区　　分 平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末
(見込み）

平成22年度末
（見込み）

財政調整基金 39.8億円 25.4億円 31.5億円 23.1億円

土地開発公社
経営健全化基金

16.3億円 36.5億円 36.7億円 36.8億円

合　　　計 56.1億円 61.9億円 68.2億円 59.9億円
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億円 損失補償及び債務保証額

債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額

公営企業会計（法適用）市債残高

公営企業会計（法非適用）市債残高

事業会計市債残高

普通会計市債残高

3,018

2,568

2,932
2,959

2,986
3,051

3,021

2,905

2,851

2,688
2,703

 

連結した債務総額の推移 
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   合併後の行政の一体化、行政水準の格差是正、公共料金の統一等、臨時的な経費に対して包
括的に地方交付税で措置 

普通交付税  合併後１０年間は、合併前の市町村が存続した場合に交付される総

額を保証し、その後５年間で財政支援措置が終了 

           本市影響見込額  ８．３億円（22 年度） 

           （17 年度影響なし、18 年度７．９億円、19 年度８．１億円  

            20 年度８．３億円（錯誤措置額含まず）、21 年度８．３億円） 

    特別交付税    公共料金の格差是正、新しいまちづくりに関する財政支援として

３カ年（17 年度～19 年度）にわたり支援措置（制度終了） 

           （17 年度２．２億円、18 年度１．３億円、19 年度０．９億円） 

                    

  【算出根拠】 

（ ４億円 ＋ ４千円 × 増加人口 ） × 補正係数 

  ４億円 ＋ ４千円 × 10,997 人 ＝ ４．４億円 

［17 年度：５割、18 年度：３割、19 年度：２割］ 

    
   

 
 
   市町村建設計画に基づく事業に対して、合併関係市町村の人口に応じ、１関係市町村当たり
で算出し、市町村建設計画の期間（概ね１０年間）で補助 

       総額  ４．５億円 （17 年度２．８億円、18 年度１．７億円） 

               （本市は 17、18 年度の２カ年で全額交付された） 

  【算出根拠】 

四日市市分    ３億円（人口 100,000 人以上は３億円） 

      旧楠町分   １．５億円（人口 10,000～50,000 人は１．５億円）（旧楠町：10,997 人） 

 

 
 
 

５ 合併による財政支援 

 当初予算における合併の主な財政支援措置については以下のとおりです。  

①地方交付税 

②合併市町村補助金（国） 
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まちづくりのために実施する事業に対して 10 年間（16 年度～25 年度）で総額５億円（合併

市町村数が２の場合の上限額）を補助 

             総額  ５．０億円   ⇒  ０．５億円（22 年度）       
（16 年度０．８億円、17 年度０．５億円、18 年度１．３億円、19 年度０．６億円 

20 年度０．６億円、21 年度０．５億円交付予定） 

 

 

 

  合併後の市町村が行う一定の基金の積立てに要する経費について、10 年間（17 年度～26 年

度）に限り、財政措置を行う。基金造成の 95％に合併特例債を発行し、その元利償還金の 70％

を普通交付税措置（建設事業分とは別枠） 

             総額   ３３億円  ⇒ ３．３億円（22 年度） 

                            （合併特例債 313,500千円） 

（17 年度３．３億円、18 年度３．３億円、19 年度３．３億円、 

20 年度３．３億円、21 年度３．３億円積立予定） 

  【算出根拠】 

（ ３億円×合併市町村数＋１万円×増加人口＋５千円×合併後人口 ）×１．５ 

      標準基金規模 ＝ ３３億円（億円単位四捨五入） 

 

 
 
合併後１０カ年度は市町村建設計画に基づく特に必要な事業の経費に対して、合併特例債を

95％充当し、その元利償還金の 70％を普通交付税措置 

                  総額   １７３．９億円  ⇒ １０．０億円（22 年度） 
    （17 年度１２．２億円、18 年度２１．８億円、19 年度３４．４億円 

20 年度１９．４億円、21 年度７．０億円（当初予算）） 

 

 

 

 

【算出根拠】 

標準全体事業費 

180 億円×（合併後人口÷10 万人×a＋b）×（増加人数÷1万人×c＋d）×ｅ 

180 億円×（302,102÷10 万人×0＋1）×（10,997÷1 万人×0.167＋0.833）×1 

＝180 億円×1×1.017×1＝183 億円 

標準全体事業費 約１８３．０億円 

起債発行可能額 約１７３．９億円 

③市町村合併支援交付金（県） 

④基金造成に対する財政措置 

⑤合併特例債（建設事業分） 
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※ 合併特例債の予定対象事業及び発行額については、次のとおりです。 

 

合併特例債明細

事業名 事業費 合併特例債金額

文化会館施設整備事業 60,000 54,100

既存集落環境整備事業 13,200 9,400

橋梁整備単独事業費（足見川２号橋） 7,400 7,000

河川等改良事業（準用河川　外） 402,000 304,900

連続立体化施設整備事業（交差事業） 375,000 356,200

消防水利整備事業（耐震性貯水槽） 20,681 9,900

義務教育施設整備事業（泊山小学校増築　外） 329,340 257,800

合併特例債（ハード）小計 1,207,621 999,300

まちづくり事業債（まちづくり事業基金） 330,000 313,500

合併特例債　　合計 1,537,621 1,312,800

（単位：千円）
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数値は四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。 
 

６ 特別会計予算の概要 

 平成 22年度は 10会計で、全特別会計予算規模は 684億円、前年度比△12億円、1.7％の減と
なります。会計別の構成を見ると、国民健康保険特別会計が 283億円、41.4％、競輪事業特別会
計が 170 億円、24.9％、介護保険特別会計が 157 億円、23.0％、後期高齢者医療特別会計が 43
億円、6.3％となっており、これら４会計の合計額は 653億円で全体の 95.5%を占めています。
過去 10年間の推移を見てみますと、会計数では平成 13年度で市営駐車場特別会計の廃止によ
り１減、平成 14 年度で下水道事業の企業会計への移行及び福祉資金貸付事業特別会計の廃止に
より 2減、平成 20年度で後期高齢者医療特別会計の創設により１増、平成 21年度で交通災害共
済事業特別会計の廃止により 1減となっています。 
会計規模については、平成 14年度には下水道事業が企業会計に移行したこと等により 157億
円の減となっています。また、平成 20 年度に大きく減少した主な理由は、老人保健医療特別会
計が後期高齢者医療制度への移行に伴い、187億円減少したことによるものです。 

［会計別の状況］             単位：千円 
歳入・歳出
予算額

一般会計か
らの繰入金

一般会計へ
の繰出金

競輪事業 17,041,700 500,000
国民健康保険 28,250,600 1,960,632
食肉センター食肉市場 535,200 340,473
土地区画整理事業 811,400 693,353
住宅新築資金等貸付事業 15,400
老人保健医療 90,000 0
公共用地取得事業 1,309,920
農業集落排水事業 414,800 142,586
介護保険 15,676,500 2,401,476
後期高齢者医療 4,300,100 2,362,312

計 68,445,620 7,900,832 500,000

区分
会計名

当初予算
歳入歳出総額、会計数の推移

684
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68 3

855
8 21
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8 43

73 2

7 81
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79 6
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予算規模 会計数

会計別構成

競輪事
業, 170億
円, 25%

国民健康
保険, 283
億円, 41%

介護保
険, 157億
円, 23%

後期高
齢, 43億
円, 6%

その他の
会計, 32
億円, 5%

総額684億円
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 国民健康保険は、相互扶助の精神にのっとり、市民が安心して生活できるよう必要な保険給付を

行う制度です。保険料につきましては、平成 22年度から介護納付金賦課限度額の引上げを実施し、
中間所得者層の負担軽減を図ります。また、平成 20年度から保険者に義務付けられた「特定健診・
特定保健指導」について引き続き受診率の向上に取り組むとともに、各種保健事業を実施し、医療

費抑制を図ってまいります。 

本場開催は記念競輪を除いて通年ナイターを推進するとともに、検証委員会が引き続き経営状況

をチェックします。 
繰出金については、一般会計に５億円を繰り出します。 

 
競輪事業特別会計 

 
国民健康保険特別会計 

歳入歳出予算額 対前年度増減 
17,041,700千円 △882,200千円（△4.9％）

歳入歳出予算額 対前年度増減 
28,250,600千円 328,400千円（△1.1％） 

【主な会計の予算概要】 

歳入
その他
2.4億円
1%

入場料
0.1億円
0%

車券売上
金 158 .5
億円 93%

使用料
1.4億円
1%

繰越金,
8.0億円,
5%

歳出

一般会計
繰出金, 5.0
億円, 3%

予備費 2.3
億円 1% 総務費 3.2

億円 2%

車券払戻
金 119.3億
円 70%

開催費
40.6億円
24%

歳出

保険給付
費 199.2億
円 71%

後期高齢
者支援金
33.3億円
12%

介護納付
金 13.9億
円 5% 共同事業

拠出金
28.7億円
10% その他 4.1

億円 1%

保健事業
費 3.3億円
1%

歳入

その他 0.6
億円 0%

繰入金
19.9億円
7%

共同事業
交付金
30.1億円
11%

前期高齢
者交付金
66.0億円
23%

療養給付
費等交付
金 15.0億
円 5%

県支出金
9.7億円 3%

国庫支出
金 56.7億
円 20%

国民健康
保険料
84.5億円
31%
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歳入

事業収入
0.9億円
17% 県支出金

0.6億円
11%

繰入金 3.4
億円 63%

その他 0.4
億円 7%市債 0.1億

円 2%

歳入その他
0.0億円
0%

換地
清算金
 0.3億円
4% 財産収入

0.2億円
2%

諸収入
0.3億円
4%

繰入金
7.3億円
90%

歳出

その他
0.0億円
0%

公債費
4.3億円
54%

清算事業
費 0.6億
円 7%

業務費
2.3億円
28%

事業費
0.9億円
11%

 末永・本郷土地区画整理事業については、平成 22年度中の換地処分に向け必要な手続きを進めま
す。午起土地区画整理事業については、道路等の公共施設の整備を進め事業終結に向け促進を図りま

す。 

 
食肉センター食肉市場特別会計 

 
土地区画整理事業特別会計 

歳入歳出予算額 対前年度増減 
535,200千円 24,900千円（4.9%） 

歳入歳出予算額 対前年度増減 
811,400千円 △91,700千円（△10.2%） 

食肉品質の向上及び消費者へのより安全で安心な食肉の供給に資するため、衛生的で効率的な施

設の維持・改良及び枝肉取引の適正化と流通の円滑化を目指します。 
 主な事業内容として、㈱三重県四日市畜産公社へ施設・設備等の運転管理業務と併せて、衛生管

理を更に徹底するための衛生管理責任者の配置を委託するとともに、適切な施設維持管理に努めま

す。（施設維持管理事業 114,816千円）また、建物の構造補強、遮音フェンスの設置工事（施設整備
事業 33,300千円）を実施し、施設の安全性確保や環境対策に努めます。 

歳出

施設管理
費, 1.8億
円, 33%

その他, 0.3
億円, 6%

公債費, 1.4
億円, 26%

委託
業務費
 0.7億円,
13%

市場機能
強化対策
事業費
 0.8億円
 15%

施設
整備費
 0.4億円
 7%
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歳入

繰越金,
0.9億円,
100%

歳出

予備費
0.7億円
78%

総務費
0.1億円
11%

その他
0.1億円
11%

歳入

県支出金
0.7億円
17%

繰入金
1.4億円
34%

使用料・
手数料
0.8億円
20%

その他
0.1億円
2%市債 1.1

億円 27%

歳出

その他
0.0億円
0%

施設管理
費1.0億円
24%

建設改良
費2.0億円
49%

公債費
1.1億円
27%

 老人保健法に基づき、75歳以上及び 65歳以上で一定の障害のある人を対象に医療受診時の負
担を軽くし安心して医療が受けられるように老人保健制度を運営してきましたが、平成 20年度か
らは後期高齢者医療制度に移行しました。 
 当特別会計は、老人保健医療制度廃止後の 3 年間（平成 23 年度まで）について、医療費精算
などを行います。 

 水沢東部地区及び和無田地区において、管路工事及び管路設計を行います。 
 また、すでに供用中の１０地区において、水質検査や保守点検を実施し、浄化センター、管路

等集落排水施設の適正な維持管理を図ります。 

 
老人保健医療特別会計 

 
農業集落排水事業特別会計 

歳入歳出予算額 対前年度増減 
90,000千円 △112,500千円（△55.6%）

歳入歳出予算額 対前年度増減 
414,800千円 △41,800千円（△9.2%） 
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歳出その他
0.1億円
0%

地域支援
事業費
5.8億円
4%

総務費
4.1億円
3%

保険給付
費 146.8
億円 93%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 平成２１年度から２３年度を計画期間とする第４次介護保険事業計画に基づき、介護サービスの円

滑な提供の支援、地域包括支援センターを拠点とした総合相談、包括的・継続的ケアマネジメント等

の事業及び、介護予防事業に引き続き取り組みます。 

 
介護保険特別会計 歳入歳出予算額 対前年度増減 

15,676,500千円 135,800千円（0.9%） 

 
後期高齢者医療特別会計 歳入歳出予算額 対前年度増減 

4,300,100千円 197,500千円（4.8%） 

歳入

繰入金
23.6億円
55%

その他
0.2億円
0%

保険料
19.2億円
45%

歳出

広域連合
納付金
41.7億円
97%

総務費
1.2億円
3%

その他
0.1億円
0%

後期高齢者医療制度は、従来の老人保健法に代わって平成２０年度から実施されたもので、被保

険者自らが保険料を収め、国・県・市町・現役世代の医療保険からの支援を受け実施していく制度

です。実施主体は県下 29市町で構成する三重県後期高齢者医療広域連合で、資格認定・管理、被保
険者証の交付、保険料の賦課、医療費給付、長寿医療健診などの事務を行い、市町では保険料の徴

収や窓口での申請受付などの役割を担います。 

歳入
保険料
32.4億円
21%

その他
0.4億円
0%

繰入金
24.5億円
16%

県支出金
22.4億円
14%

支払基金
交付金
44.7億円
28%

国庫支出
金 32.4億
円 21%
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   （注）Ｈ16～20は決算数値、Ｈ21は見込数値 

 
 

 
１２ 桜財産区予算の概要 ７ 水道事業会計予算の概要 

収益的収支については、収入が７８．０億円（対前年度比４．４％減）に対し、支出は７３．９

億円（同７．７％減）となり、差引４．１億円（前年度１．５億円）の利益を見込んでいます。 
一方、資本的収支については、収入が７．３億円（対前年度比３４．２％減）に対し、支出は２

４．４億円（同２５．３％減）となり、収支差引で不足する１７．１億円は過年度分損益勘定留保

資金５．１億円、減債積立金０．８億円、当年度分損益勘定留保資金１０．５億円、並びに当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額０．７億円で補てんします。 
 水需要は、景気後退による影響や節水意識の高まりにより減少が進んでおり、厳しい経営環境に

あるが、「安全・安定給水」をより確実なものにするため、重要課題の解消に努めます。 

収益的収支

合計, 78.0 , 50%

営業収益
76.1億円
97.5%

その他
1.9億円
2.5%収入

その他
6.6億円
8.6%

利益
4.1億円
5.2%

営業費用
67.3億円
86.2%

支出

資本的収支

企業債
6.0億円
24.6%

その他
1.3億円
5.5%

収支不足
17.1億円
69.9%

収入

償還金
6.4億円
26.1%建設改良費

等
18.0億円
73.9%

支出

給水戸数・年間総配水量・年間有収水量

138,350
140,790

137,054

130,354

134,803

132,909

139,570

41,930

44,298

46,475

45,092 44,649
43,449

42,380

38,160
39,943 39,401

40,16040,36740,990

38,500

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

戸

35,000

40,000

45,000

50,000

千㎥

給水戸数（戸） 年間総配水量（千㎥） 年間有収水量（千㎥）
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■平成２２年度の主な事業                
○第２期水道施設整備事業（予算額 1,379,124千円） 
・配水管布設事業 

   配水管 Ｌ=600ｍ ほか 
・経年管布設替事業 

   配水管 Ｌ=4,160ｍ  
・基幹施設耐震化事業 
   配水管布設替 Ｌ=1,190ｍ ほか 
   水管橋補強 １橋、補強設計 ２橋 

配水池補強 １池、補強設計 １池 
接合井補強 １池、構内配管整備 １池 

・経年施設更新事業 
   遠方監視設備更新 ほか 
 ・高度浄水処理施設整備事業 
   紫外線処理施設築造工事 ほか 
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収益的収支については、収入が１６９．２億円（対前年度比１.５％増）に対し、支出は１７
３．１億円（同１.７％増）で、差引３．９億円（前年度３．５億円）の収支不足となります。
一方、資本的収支については、収入が１３．３億円（対前年度比４３.０％増）に対して、支
出は２０．７億円（同４０.３％増）となり、収支差引で不足する７．４億円は過年度分損益勘
定留保資金等で補てんします。 
医療環境が激変し、病院経営が益々厳しくなる中、当院は急性期医療を担う北勢地域の中核

病院として、安全・安心で良質な医療を提供し、経営の健全化を図りつつ、より信頼される病

院づくりを目指して取り組みます。 

本年度は、中期経営計画の目標の達成に向けて、看護師の確保はもとより、医療費包括支払

制度の適正な運用を行い収益効果を高めるとともに、高度医療機器の有効活用、がん化学療法

等の外来診療の推進、後発医薬品の推進や診療材料のコストの見直し等を図り、経営改善に一

層取り組みます。病棟増築・既設改修事業については、平成２５年７月の完成を目指して事業

を推進します。また、ＥＲ棟の増築に伴い磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）の導入を図るとと

もに、医療の高度化・専門化に対応するために、デジタルＸ線テレビ装置、手術用顕微鏡など

の医療機器を購入します。 

８ 市立四日市病院事業会計予算の概要 

主要な業務量 
（１）病床数        ５６８床 （４）主要な建設改良事業 
（２）年間患者数               病院施設整備費  ６９５，７８２千円 

入院  １８０，６７５人     固定資産購入費  ５００，０００千円 
      外来  ３９３，６６０人 
（３）一日平均患者数 
      入院      ４９５人 
      外来    １，６２０人 

収益的収支

合計
170.2億円
50%

医業収益
161.9億円
93.5%

収支不足
3.9億円
2.3%

その他
7.3億円
4.2%

収入

その他
2.2億円
1.3%

医業費用
170.9億円
98.7%

支出

資本的収支

合計
14.8億円
51%

その他
0.0億円
0.0%

出資金
4.9億円
23.7%

企業債
8.4億円
40.6%

収支不足
7.4億円
35.7%

収入

その他
0.2億円
1.0%建設改良費

11.9億円
57.5%

償還金
8.6億円
41.5%

支出
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主な事業 

 

１． 病院施設整備事業 

（当初予算額 ６９５，７８２千円） 

病棟増築・既設改修事業については、平

成 22 年度から医療及び療養環境の改善を

図るため、病棟増築・既設改修工事に着手

し、病棟増築工事、外来改修工事、ＥＲ棟

増築工事等を実施します。また、平成 23

年度以降は、病棟・サービス棟の改修工事

を順次実施し、平成 25 年 7 月末の完

了を目指します。 

 

２．医療機器整備事業 

（当初予算額 ５００，０００千円） 

最新の高度・専門医療を提供するととも

に、病棟増築・既設改修事業に伴う機器の

更新を含め、高度医療機器等の整備を図り

ます。本年度は、磁気共鳴断層撮影装置（Ｍ

ＲＩ）、デジタルＸ線テレビ装置、手術用

顕微鏡などの導入を行います。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病床利用率
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雨水整備事業    １，２７３，５３３千円 
【主要指標】 

  区   分   平成２２年度整備 平成２２年度末 

雨水整備面積 １.０ ｈａ 2,893 ｈａ 

雨水整備率 0.02 ％ 49.9 ％ 

【主な事業】  

公共下水道事業 

水路整備（大矢知、羽津、橋北、塩浜、河原田、楠地区） 

南川南五味塚雨水 1 号幹線管渠布設工事、河原田雨水 1 号支線管渠布設工事、塩浜第３ポンプ場雨水ポンプ

設備更新工事 

収益的収支

営業外収益
21.3億円
19.9%

営業収益
85.7億円
80.1%

収入

営業外費用等

26.1億円

24.4%

営業費用

78.6億円

73.5%

支出

利　益

2.3億円

2.1%

資本的収支

企業債

30.9億円

26.1%

国庫補助金

28.3億円

23.9%

その他

6.2億円

5.2%

収支不足

53.0億円

44.8%

収入

建設改良費

66.7億円

56.3%

償還金

51.7億円

43.7%

支出

 
 

９ 下水道事業会計予算の概要 
収益的収支については、収入が１０７．０億円（対前年度比１．７％減）に対し、支出は 

１０４．７億円（同２．２％減）で、差引２．３億円（前年度１．８億円）の利益を見込んで

います。 
一方資本的収支については、収入が６５．４億円（対前年度比４０．１％減）に対して、支

出は１１８．４億円（同２５．７％減）となり、収支差引で不足する５３．０億円は過年度分

損益勘定留保資金２３．６億円、減債積立金０．５億円、当年度分損益勘定留保資金２７．４

億円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１．５億円で補てんします。 
下水道事業は、都市計画区域の市街化区域内において、大雨による浸水被害の防除・都市型

水害対策を目的とした雨水整備事業及び水洗化による生活環境の向上と川や海などの公共用

水域の水質保全を図るための汚水整備事業を実施しています。 
雨水事業は一般会計からの負担金、汚水事業は下水道使用料及び一般会計からの補助金を主

な財源としています。 
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雨水整備済面積と整備率

2,866 2,879 2,882 2,885 2,887 2,892 2,893

49.949.949.849.849.749.6
49.4
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整備済面積
ha

40.0

45.0

50.0

55.0

整備率
%

   Ｈ16～20は決算数値、Ｈ21は見込数値 
 
汚水整備事業    ４，７９５，９６７千円 
【主要指標】 

 

 

 

 

【主な事業】 

 公共下水道事業 

 管渠整備（富洲原、大矢知、八郷、下野、羽津、海蔵、神前、三重、常磐、川島、桜、日永、四郷、内部） 

川島汚水２号幹線管渠布設工事、山城汚水 2号幹線管渠布設工事、采女汚水２号幹線布設工事 

   日永浄化センター第４系統建設工事 

 

人口普及率と処理区域内戸数・人口

191,966 195,464 204,054 212,390 216,149 220,984 223,663

92,42991,35089,41686,91282,36078,22175,833

71.270.4
68.867.7

65.4
62.0 62.9

50,000

150,000

250,000

350,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

処理区域内戸数
人口

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

人口普及率
%

処理区域内戸数 処理区域内人口 人口普及率

（注）Ｈ１６～２０は決算数値、Ｈ２１は見込数値 

  区   分   平成 22年度整備 平成 22年度末 

処理区域内戸数 1,079 戸 92,429 戸 

処理区域内人口 2,679 人 223,663 人 

人口普及率 0.8 ％ 71.2 ％ 



 
 
 
 
 

 
 
 
 

デ ー タ 編 
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一般会計当初予算規模の推移
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 一般会計予算規模の推移 

 一般会計の予算規模（借換債を除く）の推移を見てみますと、市税の減少等を反映して平成

13 年度の 997 億円をピークに 4 ヵ年連続の減少傾向が続いていましたが、平成 18 年度から増
加に転じ、平成 20 年度は 998 億円となりました。平成 21 年度には減少したものの、平成 22
年度は 991億円と対前年度比 18億円、1.8％の増となっています。 
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歳入項目別推移
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 項目別歳入予算の推移 

 歳入款別に推移を見てみますと、 
   ・市税は、平成 15年度の 473億円を底として、平成 20年度まで増加傾向が続いてきま

したが、平成 21年度に世界的な経済不況の影響により法人市民税が大幅に減収とな
りました。平成 22年度においては、さらに厳しい状況が継続すると見込まれ、対前
年度比 32億円、5.2％減の 580億円となっています。 

   ・国庫支出金は、平成 15年度以降、投資的経費に充当するものが減少する一方、扶助費
に充当するものなどが増加し微増傾向にありましたが、平成 18年度の三位一体改革の影
響による減少以降、ほぼ横ばいで推移しておりました。平成 22年度は子ども手当給付費
負担金の増などにより、対前年度比 40億円、47.4％増の 124億円となっています。 

   ・市債は、これまで発行を極力抑制しており、平成 18年度以降は減少傾向が続いてきま
したが、平成 22年度は、臨時財政対策資金の増や、久留倍遺跡保存活用のための社会教
育施設整備事業資金の増などにより、対前年度比 7億円、14.0％増の 58億円となってい
ます。 

  （平成 16年度の数値は、平成７、８年度分の減税補てん債借換分 61億円を除いて算出してい
ます） 
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自主財源比率・一般財源比率の推移
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 自主財源比率・一般財源比率 

  自主財源の比率を当初予算ベースで見ますと、市税の落ち込み等により平成 12年度以降低
下傾向が続いてきましたが、平成 18 年度以降上昇に転じており平成 20 年度においては、法
人市民税、固定資産税を中心とした市税の増などにより過去のピーク時の平成 10 年度の
74.1％まで回復しました。平成 22年度は市税の大幅な減少などにより、対前年度比 4.4ポイ
ント減の 69.4％となっています。 

  一般財源比率を当初予算ベースで見ますと、分母となる歳入全体が減少傾向にあったこと、

また、平成 18 年度は一般財源である市税や地方譲与税の増及び三位一体改革の影響による
国・県支出金の減などにより対前年度比で増加し、平成 19年度は分母となる歳入全体額が増
加し一旦減少しましたが、平成 20 年度は市税の伸びにより増加に転じました。平成 21 年度
も歳入全体額が減少したことにより増加しましたが、平成 22年度は、市税の大幅な減により
対前年度比 3.6ポイント減の 70.8％となりました。 

 （平成 16年度の数値は、平成７、８年度分の減税補てん債借換分 61億円を除いて算出してい
ます） 

（参考）自主財源・依存財源と一般財源・特定財源 
自主財源   ：地方公共団体が自主的に収入しうるいわば自前の財源のことを指し、地方税、分担金及び負

担金、使用料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金、諸収入がこれに該当します。 
依存財源   ：支給又は割り当てされる額などが市以外の意思で決定される財源のことを指し、国・県支出

金や地方交付税などがこれに該当します。 
 
一般財源   ：財源の使いみちが特定されず、どのような経費にも使用することができる財源を指し、地方

税、地方譲与税、地方交付税、地方消費税交付金等がこれにあたります。 
特定財源   ：使いみちが特定されている財源のことを指し、国・県支出金、地方債、使用料・手数料など

がこれに該当します。
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 市税の推移（決算ベース） 

近年の市税収入の推移を見てみますと、平成 15 年度を底にして増収を続け平成 20 年度

は過去最高となりました。しかしながら、平成 21 年度税収は世界的な経済不況により大

幅な減収となる見込で、平成 22 年度税収についても景気低迷の影響は避けられず、前年

度当初予算と比べて 32 億円減（5.2%減）の 580 億円を計上しています。 

 主な税目を見てみますと、固定資産税は平成 15 年度の 262 億円を底として増収に転じ、

特に平成 19 年度以降はＩＴ関連企業等の大規模投資による償却資産の伸びに支えられ大

幅な増収となりましたが、平成 22 年度はＩＴ関連企業分が減少傾向に転じたことなどか

ら、前年度当初予算と比べて７億円減（2.1%減）の 310 億円を計上しています。 

法人市民税は平成 15 年度以降増加傾向にありましたが、平成 20 年度は減収に転じ、平

成 21 年度は大幅な減収となる見込みです。平成 22 年度については、景気の見通しにやや

明るい兆しがあるものの、円高やデフレの影響等により大きな改善は期待できず、前年度

当初予算と比べると 13 億円減（23.1%減）の 43 億円を計上しています。 

個人市民税は、平成 16 年度を底に増加傾向に転じ、平成 19 年度からは税源移譲などに

より大幅な増収となりました。しかし、平成 22 年度については、不況の影響による給与

収入の減少などにより大幅な減収となる見込みで、前年度当初予算と比べ 17 億円減（8.9%

減）の 172 億円を計上しています。 

主な市税の推移（旧楠町を含む）

310

278
273 269

262 262 263 263
282

317
332

172

148 144 142 133 129 137 150

184 190 191

4351 53
45 55 60

76
75

86
76

40

0

50

100

150

200

250

300

350

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 Ｈ21
見込

Ｈ22
予算

億円

固定資産税 個人市民税 法人市民税

市税の推移

516 508 494 487 492

580
612

634
604

540527
15

15
15 14 11

400

450

500

550

600

650

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１見込 Ｈ２２予算

億円
楠町

四日市市

531
523 509

501 503



【データ編】 

30 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

普通交付税額の推移（四日市市）
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普通交付税 臨時財政対策債発行額

41.2
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平成 11年度～平成 15年度：四日市市のみの決算額 
平成 16年度 ：楠町分を合わせた決算額 
平成 17年度 ：新市の決算額 
平成 18年度～：不交付団体となり合併特例措置による旧楠町分のみ交付  
平成 20年度 ：過年度の錯誤措置による減額あり 
 

 地方交付税 

 平成 22年度における地方財政計画において地方交付税は、総 16兆 8,935億円で対前年度 1兆
733億円（6.8％）の増となっております。 
 普通交付税は、昨年度同様に合併後の新市としての基準財政収入額が基準財政需要額を上まわ

る見込みのため、新市としては引続き不交付となる見込みです。旧楠町分としては、合併特例措

置により、平成 21年度の算出実績から 8.3億円を見込んでおります。   
特別交付税は不交付団体における算定方法が変更され、その経過措置として平成 18年度の額を
ベースに 1年目は 75％、2年目は 50％、3年目は 25％とされました。しかしながら、さらに財政
運営への配慮がなされ、段階的な削減措置が 1年間延長されたことから、平成 22年度交付額につ
いては平成 18年度の 25％となる 2.6億円を見込んでおります。  
 普通交付税の算定：交付基準額＝基準財政需要額－基準財政収入額－調整額 
 基準財政収入額 ：普通交付税算定上、地方公共団体の財政力を合理的に測定するために標準

的な状態において、徴収が見込まれる税収入を一定の方法で算定した額 
 基準財政需要額 ：普通交付税算定上、地方公共団体が標準的な水準でその行政を執行する 
          ために必要な経費のうち一般財源をもって賄うべき額を一定の合理的な方

法で算定した額 
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基準財政需要額・収入額と財政力指数の推移（四日市市）
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（臨時財政対策債振替後）
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目的別に歳出予算額の推移を見てみますと、平成 14 年度までは土木費がトップを占めておりま
したが、平成 15年度にトップが民生費に入れ替わって以降その順序が続いております。民生費は、
子ども手当や生活保護費の増等により、対前年度比で 53億円、19.5％の増となっております。 
一方、投資的経費の削減と連動して土木費がピークである平成 13年度比で 61億円、27.6％の減
となっております。 
平成 19年度に減少に転じた公債費は、平成 20年度には補償金免除繰上償還により４億円の増加
となったものの償還のピークは過ぎており、平成 22 年度は対前年度比 10 億円の減少となってお
ります。 
（平成 16年度の数字は、平成 7、8年度分の減税補てん債借換分 61億円を除いた数字で算出し
ています。） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

歳出（目的別）予算額の推移
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四捨五入していますので合計があわない場合があります。 

 歳出（目的別）予算額の推移 
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義務的経費・投資的経費の推移
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義務的経費については、近年、人件費の削減に努めているものの、扶助費の増加により、平成

12年度の 431億円から平成 22年度の 505億円へと 74億円、17.2％の増となっています。平成
22 年度については、公債費はピークを過ぎたため減少しましたが、子ども手当や生活保護費等
の扶助費の増により、対前年度比 41億円、8.9％の増となっています。一般会計歳出総額に占め
る割合は 51.0％と前年度より増加しています。 
 投資的経費は、平成 21年度は、90億円で対前年度比 25億円、21.7%の減、平成 22年度は、
83億円で対前年度比 7億円、7.8％の減となっています。 
（平成 16 年度の数字は、平成７、８年度分の減税補てん債借換分 61 億円を除いた数字で算出
しています） 

 義務的経費・投資的経費 
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人件費・扶助費・公債費
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義務的経費の内訳を見てみますと、人件費は、職員定数削減、調整手当の廃止などの

行革効果や、人事院勧告による給料や期末手当の見直しにより、平成 12年度の 225億円
をピークに平成 18年度まで減少し続けていましたが、平成 19年度は団塊の世代の退職
を迎え増加に転じましたが、平成 21年度は対前年度比 5億円の減となり、平成 22年度
もほぼ同額の 184億円となりました。 
扶助費は、平成 12年度の介護保険導入で一時的に減少はしたものの、右肩上がりの状
況が続いており、平成 12年度の 92億円から 10年間で 113億円増加し、平成 22年度は
こども手当の創設や生活保護費等の増に伴い 205億円となっています。 
公債費は、近年市債発行の抑制に努めた結果、平成 19年度は減少に転じました。 
平成 20年度と平成 21年度は、補償金免除繰上償還により増加に転じましたが、平成

22年度は、繰上償還の終了と償還のピークが過ぎたことにより、対前年度比 10.5億円、
8.3％の減となっております。 

 人件費・扶助費・公債費 



【データ編】 

35 

 
 
 
 
 
 
 

職員数・職員給の推移（全職員・一般職員）<一般会計>
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職員数・職員給の推移（再任用・嘱託・臨時）<一般会計>
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 職員数・職員給の推移 
 平成 22年度一般会計の一般職員数は 1,747人で、平成 21年度 1,788人と比較して 41人の減
少となりました。平成 19年度からの推移を見てみますと、職員数・職員給ともに、一般職員は
年々減少傾向で推移し、再任用職員及び嘱託職員はほぼ横ばいに推移しています。一方で緊急雇

用創出事業等により、臨時職員は増加しています。 
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◇会計別・職種別人件費の状況 （単位　　千円）

人数 予算額 人数 予算額 人数 予算額 人数 予算額 人数 予算額

1,788 14,729,517 82 315,962 207 726,775 1,172 1,796,697 3,249 17,568,951

競 輪 事 業 5 56,435 0 0 2 1,989 7 58,424

国 民 健 康 保 険 17 153,736 0 0 0 0 17 26,074 34 179,810

食 肉 セ ン タ ー 食 肉 市 場 3 29,816 0 0 0 0 1 1,273 4 31,089

土 地 区 画 整 理 事 業 6 59,437 0 0 0 0 1 1,273 7 60,710

交 通 災 害 共 済 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0

住宅新築資金等貸付事業 1 7,601 0 0 0 0 0 1 7,601

老 人 保 健 医 療 1 9,508 0 0 0 0 1 1,909 2 11,417

農 業 集 落 排 水 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0

介 護 保 険 21 138,799 0 0 4 14,662 10 17,016 35 170,477

後 期 高 齢 者 医 療 8 63,242 2 2,545 10 65,787

小　　　　計 62 518,574 0 0 4 14,662 34 52,079 100 585,315

水 道 事 業 104 1,002,655 6 22,960 2 7,365 11 14,631 123 1,047,611

病 院 事 業 669 5,881,144 10 42,535 140 1,001,661 71 244,629 890 7,169,969

下 水 道 事 業 99 886,979 4 15,229 1 3,085 13 17,053 117 922,346

小　　　　計 872 7,770,778 20 80,724 143 1,012,111 95 276,313 1,130 9,139,926

2,722 23,018,869 102 396,686 354 1,753,548 1,301 2,125,089 4,479 27,294,192合 計

一 般 会 計

一般職員
平成21年度当初予算

特
別
会
計

企
業
会
計

計臨時職員嘱託職員再任用職員

 
 

◇会計別・職種別人件費の状況 （単位　　千円）

人数 予算額 人数 予算額 人数 予算額 人数 予算額 人数 予算額

1,747 14,293,517 97 371,050 197 698,123 1,314 1,975,974 3,355 17,338,664

競 輪 事 業 5 49,929 0 0 2 1,952 7 51,881

国 民 健 康 保 険 16 136,215 0 0 0 0 19 27,200 35 163,415

食 肉 セ ン タ ー 食 肉 市 場 3 27,655 0 0 0 0 1 1,253 4 28,908

土 地 区 画 整 理 事 業 7 67,301 0 0 0 0 1 1,253 8 68,554

交 通 災 害 共 済 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0

住宅新築資金等貸付事業 1 8,162 0 0 0 0 0 1 8,162

老 人 保 健 医 療 1 9,462 0 0 0 0 1 9,462

農 業 集 落 排 水 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0

介 護 保 険 20 122,803 0 0 5 18,735 10 15,343 35 156,881

後 期 高 齢 者 医 療 8 71,527 2 5,887 10 77,414

小　　　　計 61 493,054 0 0 5 18,735 35 52,888 101 564,677

水 道 事 業 100 1,105,098 6 22,613 2 8,140 12 17,743 120 1,153,594

病 院 事 業 668 5,857,409 8 39,251 144 1,009,574 127 349,526 947 7,255,760

下 水 道 事 業 94 851,477 6 23,360 14 20,803 114 895,640

小　　　計 862 7,813,984 20 85,224 146 1,017,714 153 388,072 1,181 9,304,994

2,670 22,600,555 117 456,274 348 1,734,572 1,502 2,416,934 4,637 27,208,335

2,722 23,018,869 102 396,686 354 1,753,548 1,301 2,125,089 4,479 27,294,192

△ 52 △ 418,314 15 59,588 △ 6 △ 18,976 201 291,845 158 △ 85,857

（注） 人数については、予算定数を計上

図表の予算額には、退職手当を含まない
臨時職員については、職員代替としての雇用（原則通年雇用）についてのみ計上

合 計

特
別
会
計

企
業
会
計

一 般 会 計

一般職員
平成22年度当初予算

（ 前 年 度 合 計 ）

（ 増 減 ）

計臨時職員嘱託職員再任用職員
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一般会計基金総額の推移（定額運用基金を除く）
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基金別残高の推移
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 基金残高 

 一般会計の基金総額は、この 10年間で見ますと、平成 17年度から増加に転じ、平成 21年度
末では、146億円となる見込みです。 
 平成 22年度当初予算においては、5億円の積立てに対し、15億円の取崩しを計上しており、
基金総額は 136億円となり、対前年度比 10億円の減少となる見通しです。 
 内訳別で見ますと、財政調整基金については、平成 21年度末において、31億円となるものの、
平成 22年度当初予算で減収調整により 8億円の取崩しを計上したため、23億円の残高見込みと
なります。減債基金については、ここ 10年間ではピーク時の平成 13年度に 22億円あったもの
が、その後の取崩しにより平成 22年度当初予算では 3億円の残高見込みとなっております。ま
た、職員退職手当基金については、平成 20年度 5億円、平成 21年度 5億円を取崩し、平成 22
年度において残額すべてを取崩す見込みです。 
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市債現在高・公債費の推計(一般会計）
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（注）中期財政収支見通しと同様に推計。 

12月補正後を基準として推計。 
臨時財政対策債・・・平成 22年度以降も継続すると想定し推計。 

   減税補てん債・・・・定率減税廃止のため、平成 19年度以降は見込まず。 
    

 市債現在高・公債費の推計 

 一般会計の市債現在高を見てみますと、平成 20年度決算では 988億円、平成 21年度見込み
では 941億円、平成 22年度当初予算では 901億円を見込んでおります。21年度に策定しまし
た中期財政収支見通しを元に試算しますと、おおむね発行額が償還元金を下回るため残高は減少

し、平成２5年度には 862億円になると推計されます。  
 また、一般会計の公債費を見てみますと、公的資金補償金免除繰上償還や土地開発公社の経営

健全化のための借り入れにより、20年度の 132億円がピークとなっており、21年度決算見込み
では 126億円、22年度当初予算では 116億円となっています。平成 23年度以降の試算では、
発行額の抑制や繰上償還の効果により減少傾向にありますが、新ごみ処理施設建設等の増加要因

もあり、平成 25年度には 113億円となる見込みです。 
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繰出金の推移
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 繰出金の推移 

 特別会計及び企業会計繰出金の推移を見てみますと繰出金総額としては、年々、微増ながら増

加傾向で推移しておりましたが、平成２２年度は減少に転じております。次に内訳の主なものと

しては、下水道事業会計繰出金が、年々増加しておりましたが、平成 18年度をピークに減少して
おります。平成 20年度に創設された後期高齢者医療特別会計繰出金、介護保険特別会計繰出金は、
高齢化や医療費の増加によって年々増加しております。市立四日市病院事業会計繰出金は、平成

17年度からほぼ横ばいで推移しておりましたが、平成２０年度以降は増加に転じております。 

数値は四捨五入していますので合計が合わない場合があります。


